
■平成２７年度予算に係る再評価について

【公共事業関係費】

【ダム事業】

（補助事業）

岩手県 津付ダム建設事業 141 － 中止

　今後の治水対策のあり方に関する有
識者会議のご意見を踏まえ、検討内容
は、基本的に「中間とりまとめ」（※1）に
ついてのパブリックコメントを行った際に
有識者会議が示した考え方（※2）に
沿って検討されたものであると認められ
る。社会経済情勢等の変化を踏まえた
検討結果に基づく検討主体の対応方針
「中止」は妥当であると考えられる。
　よって、補助金交付に係る対応方針に
ついては「中止」とする。

群馬県 倉渕ダム建設事業 400 － 中止

　今後の治水対策のあり方に関する有
識者会議のご意見を踏まえ、検討内容
は、基本的に「中間とりまとめ」（※1）に
ついてのパブリックコメントを行った際に
有識者会議が示した考え方（※2）に
沿って検討されたものであると認められ
る。社会経済情勢等の変化を踏まえた
検討結果に基づく検討主体の対応方針
「中止」は妥当であると考えられる。
　よって、補助金交付に係る対応方針に
ついては「中止」とする。

群馬県 増田川ダム建設事業 382 － 中止

　今後の治水対策のあり方に関する有
識者会議のご意見を踏まえ、検討内容
は、基本的に「中間とりまとめ」（※1）の
共通的な考え方に沿って検討されてい
ると認められる。総合評価の結果が、
「増田川ダムによらない対策案」が優位
であり、検討主体の対応方針「中止」は
妥当であると考えられる。よって、補助
金交付に係る対応方針については「中
止」とする。

山口県 大河内川ダム建設事業 240 1.3 継続

※１：「今後の治水対策のあり方について　中間とりまとめ」（平成22年9月　今後の治水対策のあり方に関する有識者会議）
※２：社会情勢の変化等により、検証主体自らが検証対象ダムを中止する方向性で考えている場合には、従来からの手法等によって
　　　検討を行うことができる。
※３：本資料については、検討主体から国土交通大臣に報告された、ダム事業の検証に係る「検討結果の報告書」等に基づき作成し
　　　ている。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業
の実施環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載
している。

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考


